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会 議 録 

会議の名称 令和６年度第２回つくば市地域包括支援センター運営協議会 

開催日時 令和７年(2025 年)３月 18 日（火） 

開会 10 時 00 分 閉会 11 時 20 分 

開催場所 つくば市役所本庁舎２階 職員研修室１・２ 

事務局（担当課） 福祉部地域包括支援課 

 

出 

席 

者 

 

 

委員 

 

河野会長、成島委員、篠崎委員、山田委員、津野委員、浅野委員、

飯泉委員、荒井委員、伊東委員、高田委員、田中委員 

その他  

事務局 

 

根本部長、相澤次長、岡野課長補佐、市川係長、飯田係長、久保係

長、竹林主査、原田主事、松原筑波地域包括支援センター長、大塚

茎崎地域包括支援センター長、佐藤大穂豊里地域包括支援センター

長、平林谷田部西地域包括支援センター長、寺田桜地域包括支援セ

ンター長、小林谷田部東地域包括支援センター長 

公開・非公開の別 ■公開 □非公開 □一部公開 傍聴者数 ０人 

非公開の場合は

その理由 

 

議題 会議次第による 

会議録署名人  確定年月日   年  月  日 

 

会

議

次

第 

１ 開 会 

２ あいさつ 

３ 議 題 

(1) 介護保険法施行規則の改正に伴う地域包括支援センターの職員配置基準の見

直しについて 

(2) 令和７年度（2025 年度）つくば市地域包括支援センター運営方針（案）につ

いて 

(3) 令和８年度（2026 年度）以降の地域包括支援センター業務委託に係る公募に
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ついて 

(4) その他 

４ 閉会 

１ 開会 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ あいさつ 

河野会長 

 

 

 

 

 

事務局 

定刻より少し前ですが、皆様お揃いのようですので、只今より令和６

年度第２回つくば市地域包括支援センター運営協議会を開会させてい

ただきます。本日はお忙しい中、当運営協議会にご出席いただきまして、

誠にありがとうございます。本日進行を務めさせていただきます、地域

包括支援課課長補佐の岡野と申します。どうぞよろしくお願いいたしま

す。着座にて失礼いたします。はじめに、会議録の作成にあたり、当運

営協議会での発言内容を録音させていただきますので、あらかじめご了

承いただきますよう、よろしくお願いいたします。続いて、地域包括支

援センターのセンター長の変更がありましたので、御報告させていただ

きます。令和６年 11 月より、谷田部東地域包括支援センターのセンタ

ー長が、鬼久保センター長から小林センター長に変更になりました。同

様に令和７年３月より、大穂豊里地域包括支援センターのセンター長

が、井ノ口センター長から佐藤センター長に変更になりましたので、よ

ろしくお願いいたします。それでは、次第に従いまして進行させていた

だきます。開会にあたり河野会長より御挨拶をお願いいたします。 

 

皆さん、おはようございます。今回第２回ということで、つくば市地

域包括支援センター運営協議会は年間でそんなに数もないのですが、皆

様の御意見を反映させる大変貴重な機会だと認識しておりますので、忌

憚のない御意見を委員の皆様、或いは御参加いただいた各センターの皆

さんも含めて協議していただければと思います。どうぞよろしくお願い

いたします。 

 

ありがとうございました。事務局から会議の公開に関する連絡事項が

あります。当運営協議会について、つくば市附属機関の会議及び懇談会
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３ 議題 

 河野会長 

 

 

 

 

 

 

  事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

等の公開に関する条例によりこの会議を公開といたします。それでは、

つくば市地域包括支援センター運営協議会設置要項第６条に基づき、会

長は会議の議長となるとされております。以後の運営協議会の議事進行

につきましては、河野会長よろしくお願いいたします。 

 

それでは会議を始めさせていただきます。只今の出席委員数は 11 名

です。山中副会長、漆川委員、真柄委員から欠席の連絡をいただいてお

ります。11 名で過半数に達しておりますので、つくば市地域包括支援セ

ンター運営協議会設置要項第６条第２項に基づき、この会議が成立する

ことをまず御報告いたします。それでは、これより議題(1)介護保険法施

行規則の改正に伴う地域包括支援センターの職員配置基準の見直しに

ついて説明をお願いします。 

 

＜議題(1) 介護保険法施行規則の改正に伴う地域包括支援センターの

職員配置基準の見直しについて配布資料に基づき説明＞ 

地域包括支援課の市川と申します。私の方から説明をさせていただき

たいと思いますが、資料の訂正が１点ございまして、スライド番号３の

「地域包括支援センターにおける柔軟な職員配置について」で①、②と

書いてある部分ですが、②の部分の１行目「地域包括支援センター運営

協議会が地域包括支援センターの効果的な運営に資すると認めるとき

には」と記載がありますが、事前に配布させていただいた資料には「地

域包括支援センター運営協議会が地域包括支援センターの効果的な運

営の」と記載しておりまして、「の」の部分を「に」変更していただけ

ればと思います。大変申し訳ございませんが、併せて訂正させていただ

きます。これから説明させていただく資料に関しては、資料１－１と資

料１－２が関連する資料になります。それでは説明を再開させていただ

きます。 

地域包括支援センターには、３職種と呼ばれる保健師、社会福祉士、
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主任介護支援専門員が配置されております。今回、国の方の介護保険法

施行規則が改正され、この３職種の配置基準の見直しが行われましたの

で、まずその点から御説明をさせていただきます。 

令和４年 12 月 20 日に、国の社会保障審議会介護保険部会の方で「地

域包括支援センターの職員配置については、人材確保が困難となってい

る現状を踏まえ、３職種の配置は原則としつつ、センターによる支援の

質が担保されるよう留意した上で、複数拠点で合算して３職種を配置す

ることや、『主任介護支援専門員その他これに準ずる者』の『準ずる者』

の範囲の適切な設定等、柔軟な職員配置を進めることが適当である」と

いう意見が示されました。これらの意見を踏まえまして、介護保険法施

行規則が改正され、次のように職員配置の基準の見直しが行われまし

た。 

見直しの内容としては、①として「地域包括支援センター運営協議会

が第１号被保険者の数及び地域包括支援センターの運営の状況を勘案

して必要であると認めるときには、常勤換算方法によることを可能とす

る」、②として「地域包括支援センター運営協議会が地域包括支援セン

ターの効果的な運営に資すると認めるときには、複数の地域包括支援セ

ンターが担当する区域を１つの区域として、当該複数センターに配置す

べき３職種の常勤職員数の合計を配置することにより、それぞれのセン

ターの配置基準を満たすものとする。この場合においても、２職種の配

置を必須とする」という内容になっております。 

わかりにくいところがあるかと思いますが、次のスライドが国の方で

示している図になります。先ほど御説明させていただきました複数圏域

を合算した場合の職員配置について国の方で示しているイメージ図に

なりますが、職員配置の考え方としては、仮に３センターが設置されて

いて、どこかのセンターで主任介護支援専門員が不在の場合、その代わ

りを他のセンターで主任介護支援専門員２人配置できれば、合計として

は数が全部合いますので、１つのセンターで見ると揃っていないのです
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が、全体で見ると結果的には揃っていますので、自治体としては基準を

満たしているような考え方ができる改正の内容になっております。図の

方では、センター間での情報共有ですとか、総合支援というところも謳

われているのですが、つくば市の場合ですと、現状では委託させていた

だいている法人も全て異なりますので、実際の運用上は大きな課題があ

ると考えています。この改正の理由を国の方に確認しますと、全国的に

専門職の確保が難しくなってきている。特に主任介護支援専門員の確保

が全国的にもかなり厳しい状況になっているということで、職員の確保

が難しいため、地域包括支援センターを継続していくことが難しいとい

う現状が起きており、そうなると、その地域に地域包括支援センターが

なくなってしまい、地域としても大きな問題になってしまうため、国の

方でそうならないように、今回の改正を行ったと伺っております。国の

法改正を受けてつくば市でもつくば市介護保険条例の方を改正させて

いただいております。具体的な改正の内容につきましては、配付させて

いただきました資料１－２で新旧対照表を付けさせていただいていま

すので、後程目を通していただければと思います。 

今回の国の法改正を受けまして、つくば市として考えている運用案に

ついて御説明をさせていただければと思います。 

まず、常勤換算方法による職員配置の部分に関してですが、現状とし

ては各委託地域包括支援センター３職種４名配置で求めておりまして、

４人目の職員については常勤換算方法も可という形にしております。今

回の法改正を受けまして、基本の３職種につきましても、常勤専従とい

うところは原則として置きつつも、柔軟な職員配置を可能とすることで

人員の確保を容易にし、市民サービスの低下を防げるよう、常勤職員の

人材確保が困難な場合には、常勤換算方法を可能としたいと考えていま

す。具体的なイメージとしては図のような形になります。分かりやすく

申し上げると、0.4 人と 0.6 人を合わせて１人分になることで非常勤職

員を採用することもあり得るということで、どうしても難しい場合には
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柔軟に対応していきたいと考えております。 

続きまして、複数圏域を合算した３職種の配置についてですが、現状

でも、センターの職員に急遽欠員が生じた際に、速やかな配置が難しく

一時的に３職種が揃わないという期間が生じてしまっていることもあ

ります。今回の法改正を受けた区域の考え方につきましては、例えばＡ

センター、Ｂセンターというように区域を限定した合算ではなく、市内

全域を１つの区域として考えていきたいと考えております。理由としま

しては、市内全域を１つの区域とすることで、全体での人数調整が可能

となり、市直営の地域包括支援センターの職員数も含めて考えることが

できるため、全体の数としてより柔軟な考え方ができるというふうに判

断しているためになります。しかし、運用の部分に関しましては、先ほ

ど申し上げましたように委託先の法人がすべて異なることもあり、欠け

た専門職の部分を他のセンターの専門職が掛け持ちで対応できるかと

言うと、現状では難しいと考えられますので、３職種の配置の考え方に

ついては、市内全域を１つの区域として考えますが、委託の地域包括支

援センターにはこれまで通り３職種の配置を原則として求めていきた

いと考えています。 

また、欠員が生じてしまった場合には、少ない人数で業務を継続する

ことで職員の負担の増加も懸念されます。併せて市民サービスの低下と

いう懸念が生じますので、そのような際には必要とする職種が配置でき

るよう法人の方には努力してもらうとともに、必要とされる職員の配置

が整うまでの間、代替職員を置いていただくということで考えていきた

いと思っております。 

続いてのスライドですが、今回の法改正で、主任介護支援専門員に「準

ずる者」の要件に関しましても見直しが行われました。これまでは、要

件アのみが「準ずる者」という扱いだったのですが、国の法改正で要件

イとして「センターが育成計画を策定しており、センターに現に従事す

る主任介護支援専門員の助言のもと、将来的な主任介護支援専門員研修
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河野会長 

 

の受講を目指す介護支援専門員であって、介護支援専門員として従事し

た期間が通算５年以上である者」というものが、今回要件として追加さ

れましたので、委託の方に示している仕様書は見直しをしていきたいと

思っております。 

続きまして、今回の法改正で併せて地域包括支援センターの主要事業

の１つである総合相談支援事業につきまして、その一部を「指定居宅介

護支援事業者のほか、医療法人、社会福祉法人等に委託することができ

る」という法改正がございました。この点については、総合相談支援事

業の委託を受けることができる居宅介護支援事業所等があるのかとい

う懸念や、仮に委託をした場合、委託型の地域包括支援センターでは、

委託先の居宅介護支援事業所等の総合相談支援に関する管理や指導等

の業務も入ってくることから、本質的な負担軽減になっていくのかとい

う部分もありますので、現状では運用の考えはないのですが、この点に

関しては引き続き他の自治体の状況や地域包括支援センターを受けて

下さっている法人の状況を踏まえながら、今後検討していければと思っ

ております。ここまでが議題(1)介護保険法施行規則の改正に伴う地域

包括支援センターの職員配置基準の見直しについての説明となります。 

委員の皆様には、職員の配置につきまして、常勤専従という原則を置

きつつも、どうしても難しい場合には状況に応じて常勤換算方法でも可

能とするという部分の考え方や、基本的な委託の方向性、職員の配置数

という根本は変わらないのですが、今回の法改正を受けて区域の考え

方、人数の配置の全体数の考え方については、Ａセンター、Ｂセンター

という限定したものではなく、市内全域で全体の数を調整していけるよ

うな方向性について御意見をいただければと思いますのでどうぞよろ

しくお願いいたします。 

 

御報告ありがとうございました。只今の報告につきまして、御質問等、

委員の皆様からございましたらよろしくお願いいたします。 
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２点ほどお聞きしたいところがありますが、人員が不足している中で

のやりくりということ、日本全体がそのような人材不足という話は分か

ったのですが、つくば市として具体的な事例がありましたらわかる範囲

で結構ですので説明いただけると。それと、育成計画については地域包

括支援課で研修をやっていらっしゃる関係、各包括支援センターそれか

ら社会福祉協議会を通じての関係とか、その辺のところをもう少し具体

的な範囲で、つくば市としての話をしていただければありがたいと思い

ます。以上です。 

 

ありがとうございます。飯泉委員からいただいたご質問ですが、まず

１つ目の職員配置の現状ですが、先ほどもスライドでも示させていただ

きましたように、どうしても急に職員が退職されたり、急に欠員が生じ

てしまうことが実際にございます。令和５年度に関しては、谷田部東地

域包括支援センターの職員が、退職に伴って一時的に欠員が生じる時期

もございましたし、今年度に関しては筑波包括で社会福祉士が途中で退

職された関係で、４月からまた配置される予定ですが、一時的に欠員が

生じてしまっている現状があります。そうなると、人数が少なくなり、

職員の負担が増すため、社会福祉士ではないのですがまずは人数を確保

するということで、法人の方から主任介護支援専門員を包括に配置して

いただいております。先ほど申し上げたように、代替職員という考え方

が現状でも起きております。大穂豊里地域包括支援センターに関して

も、一時的に主任介護支援専門員が不在になってしまっているという現

状です。 

つくば市でもこれから専門職の確保がおそらく大変になってくるこ

とが想定されるのが１つと、先ほどの主任介護支援専門員の研修に関し

ては、基本的には国等で示す研修の部分となって、市として育成の研修

をやっていく部分ではないのですが、今回の要件イで追加された「現に

センターに配置する主任介護支援専門員が育成計画を立てて」という部



様式第１号 

9 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河野会長 

 

伊東委員 

 

 

 

 

 

 

 

分で、あくまで地域包括支援センターに所属している主任介護支援専門

員が育成をするというものであり、例えば法人の方で居宅介護支援事業

所があって、そこに主任介護支援専門員がいて、同じ法人が委託で地域

包括支援センターを受けていて、同じ法人なので居宅介護支援事業所の

主任介護支援専門員が地域包括支援センターにいる介護支援専門員を

指導育成するという計画でも構わないかということを県に確認したの

ですが、あくまでセンターに現に従事する主任介護支援専門員が指導し

なければならない、と国の方では明確に謳っているので、それは認めら

れないという意見がありました。一時的に地域包括支援センターの中

で、主任介護支援専門員と介護支援専門員が一緒に動くような形の育成

体制でなければ難しいというのが今回のもので、ただ、大きな考え方と

して市内全域を１つの圏域という見方にするのであれば、どこかの包括

の主任介護支援専門員が別の包括の介護支援専門員の育成計画を立て

て育成するという方法はできるとのことですが、現状では法人も違う中

で実際にやりくりしていくのはかなり難しいと思いますので、追加され

た要件の部分に関してもうまく当てはめていくことができるよう、引き

続き検討が必要だと思っています。 

 

では、伊東委員どうぞ。 

 

今の説明で大体分かりましたが、欠員が生じたときつくば市の中に６

センターあって、それぞれセンターごとに配置されていると。そのコン

トロールは、つくば市の直轄の方でコントロールすると理解していいで

すか。Ａで欠員なったらＢの人が、このスライド７にあるような形で業

務に支障ないようにコントロールするのは、お互いにセンターごとに委

託されていればセンター間の中の調整で行うのか、直営の方でここで欠

員が生じているからこのようにやってほしいと命じていくものなのか、

どちらになるのでしょうか。 
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事務局 

 

 

 

伊東委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

河野会長 

 

田中委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本的には直営の方で、委託先の法人といろいろお話をさせていただ

きまして、必要な職員の配置を求めさせていただくということで考えて

おります。 

 

はい。そうしていただければ、センターごとにはなかなか動きにくい

ので、そこはしっかりコントロールしてもらえばうまくいくのかなと思

います。それから先ほど説明あった「準ずる者」の扱いとして、事務局

もかなり懸念されているようですが、要するに研修をどうさせていくか

ということによって、「準ずる者」という扱いになっていくので、そこ

は現在の介護支援専門員がどれだけいるのかということに対して、その

主任の方がどういう研修をして上にスキルアップさせて引き上げてい

くかが大事なってくるので、十分検討してもらえればありがたいと思い

ます。人材不足に対する「準ずる者」もかなりの位置を占めますので、

ぜひそこも検討してお願いしたいと思います。 

 

ありがとうございます。 

 

田中委員どうぞ。 

 

私のスウェーデンでの経験からの話ですが、必ず欠員が出ることはあ

り得ることですね。職員の方が急病になったりするとか、お子さんの面

倒見なきゃならない。そういうことは起こりうることで、スウェーデン

の場合、私が仕事していたときは、必ずその予備軍を国の法律で確保し

ておくことになっていました。潜在的な資格を持った方が社会の中にい

るわけですよ。そういう人達と連携をとって、国がそういう法改正をで

きるよう、国に意見を出していくのは１つの解決方法だと私の経験を通

して提案したいと思っています。以上です。 
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河野会長 

 

成島委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ありがとうございます。他、いかがでしょうか。 

 

介護職はもともと流動性が高い職種で、資格は持っているがなかなか

働き方が難しい。特に今年の４月から労働法も変わって育児休暇や介護

休暇の取り方がかなり柔軟になって取りやすくなったけれども、難しい

のが質の担保をどうするかということだろうと思います。地域包括支援

センターの仕事は対人での仕事なので、例えば、食べ物屋さんでのバイ

トみたいにマニュアルがあって、その通りにやればいいというものとは

全然違うので、常に質の担保をどうするかということが問題になると思

います。地域包括支援センターは民間委託しているわけですよね、直営

の市の地域包括支援課以外は。そうすると、多くは介護事業者が受けて

いるので、その中での人材のやりとりはできるのだろうと思いますの

で、この運用そのものは必要だろうと思います。必要だと思いますが質

の担保をどうするか、かつ人材を柔軟に雇うにはどうするかということ

について、市の方できちんとしたマニュアルを作って、各地域包括支援

センターに運用してもらうということをやっていけばいいんじゃない

かと思います。これから 2040 年までは高齢者はどんどん増え、仕事量

もどんどん増えます。そうすると、現場の地域包括支援センターの負担

はかなり大きくなってくるんですね。現場で関わっていると、もう少し

早く介入したらここまで問題にならなかったということがたくさんあ

ります。その辺りをどう早期介入していくのかということも含めて、こ

れから支援センターはすごく大事だと思います。結局、医学でいう治療

よりも予防の方が最終的にコストが安いのと同じで、介護も同じだと思

うんですよね。早期介入することによって結果的にコストが安くなるの

はもう目に見えているので、そういう意味でも早めに目配りできる地域

包括支援センターを維持するという意味でも、やはり市が中心となって

市の方で運用マニュアル作成し、質の担保をお願いしたいと思います。

以上です。 
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河野会長 

 

篠崎委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河野会長 

 

飯泉委員 

 

 

 

 

 

 

ありがとうございます。他、いかがでしょうか。どうぞ。 

 

つくばケアマネジャー連絡会の篠崎と申します。先ほど潜在的な要員

を使ったらどうだというお話がありましたので、介護支援専門員の現状

をお伝えできればと思ってお話をさせていただきます。ご存じの方もい

らっしゃるかと思いますが、介護支援専門員というのは５年で更新をす

る必要がありますので、この更新を行わない場合、介護支援専門員とし

て活動することができなくなります。また、主任介護支援専門員も５年

に１度は更新研修というものがありますので、こちらを実施しないと主

任介護支援専門員を名乗れないということになって参ります。やはり潜

在介護支援専門員ということですと、どこにも属していない介護支援専

門員という形になると思います。更新費用というのも大体１度の研修で

６万円近くかかることになり、期間も３ヶ月ほど要するような状況です

ので、なかなか潜在介護支援専門員で、しかも１度資格を失効してしま

ったものが再度、介護支援専門員研修を受けるというのは、研修自体が

年に１回行われるようなもので、なかなかすぐに再登板してくださいと

いうのは難しい状態にあるということを併せてお伝えできればと思い

ます。ありがとうございます。 

 

ありがとうございます。他、よろしいでしょうか。はい、どうぞ。 

 

成島先生から大事な話をされたと思います。在宅関係、それから高齢

者が増えること。確か３年前は 3,627 万人くらいが日本の 65 歳以上の

人数で人口の約 30％いて、2040 年には 35％ちょっとになると言われて

います。そういう中で今後どのようにやっていくかという在宅介護も含

めた皆さんの話は、非常に大事な話だったと思います。特に田中さんは

予備軍を探したらどうかと。スウェーデンはそういうことをやっている

と。スウェーデンは確かに社会保障関係はすごく進んでいる国だと思い
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河野会長 

 

 

 

 

 事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ますが、それをつくば発信として、今後具体的に関係者と相談した上で、

つくば市として県の方に申し上げて、県の方から国の方に申し上げると

いう手順を少し考えてもいいんじゃないかと感じました。以上です。 

 

ありがとうございます。では、時間もありますので、ここでこの議題

は終了とさせていただきたいと思います。続いて、議題(2)令和７年度つ

くば市地域包括支援センター運営方針（案）について説明をお願いいた

します。 

 

＜議題(2)令和 7 年度つくば市地域包括支援センター運営方針（案）に

ついて配布資料に基づき説明＞ 

引き続き、地域包括支援課市川から説明をさせていただきます。それ

では、議題(2)令和７年度つくば市地域包括支援センター運営方針（案）

について御説明をさせていただきます。資料２－１という運営方針の全

文を記したものと、資料２－２の新旧対照表が関連する資料となりま

す。スクリーンを御確認いただき、赤字部分が従来の運営方針からの変

更点になりますので、見ながら御確認をいただければと思います。１ペ

ージ目から読み上げてしまうとかなり時間がかかってしまいますので、

少し要約して御説明をさせていただきます。 

まず１ページ、２ページ目、つくば市地域包括支援センター運営方針

については、地域包括支援センターの目的、運営上の基本的な考え方及

び理念、業務推進の方針を明確にし、それを示すことで業務の円滑で効

率的、効果的な実施に資することを目的として策定をしているものにな

ります。運営を行っていく上での基本的な考え方や理念につきまして

は、これまで通り地域包括ケアの推進に関する部分を念頭に置きなが

ら、協働性の視点を持って対応していくこと、公益性の視点を持ってい

くこと、地域性の視点を持っていくことを変わらず実施していきたいと

思っております。令和７年度から市の方で重層的支援体制整備事業を開
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始する予定もございますので、今回、地域包括ケアの推進という部分に、

重層的支援体制整備事業の趣旨を十分に理解し、相談者の属性にかかわ

らず包括的に相談を受け止め、適切な支援機関と連携し、包括的な支援

を行っていくという旨の部分を改めて追記をさせていただいています。 

続けて、３ページ、４ページにつきましては、業務を行う上での基本

的な事項について記載させていただいています。この部分に関しては、

これまでの運営方針と大きな変更はございません。職員の質の向上を図

るとともに、関係機関と連携を行い、きめ細やかな相談支援を実施して

いくとともに、センターの認知度向上のための広報活動も力を入れて実

施していきたいと思っております。また、業務を行う上では、個人情報

の保護に関する法律及びつくば市個人情報の保護に関する法律の施行

条例等の規定に基づき、適切に個人情報の管理を行っていくということ

を改めて謳わせていただいています。それ以降に関しては、具体的な業

務の部分について記載させていただいています。 

総合相談支援事業については、複合化、複雑化した課題を抱えるケー

スにも適切に対応していけるよう地域や関係機関等との連携を密にし

た対応を行っていきたいと思います。 

続けて５ページの権利擁護事業につきましては、高齢者の適切な権利

擁護を図れるよう成年後見制度の周知啓発を行うとともに、地域の関係

機関をはじめ、市と委託型の地域包括支援センターが連携をとりながら

各種事業を進めていきたいと思っています。 

続いて６ページの包括的・継続的ケアマネジメント支援事業につきま

しては、地域における多職種の連携、協働の体制づくりを推進していく

ために、介護支援専門員が抱えるケースの相談支援等を継続して実施し

ていき、地域の力の底上げを図っていきたいと思っております。 

続いて７ページの在宅医療・介護連携推進事業につきましては、医療

と介護に関わる関係者の連携を推進できるよう、各地域のネットワーク

を強化していくとともに、委託型の地域包括支援センターは、市が開催
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する会議や研修等に積極的に取り組んでいただく、協働していただくと

いうことを考えております。 

続いて生活支援体制整備事業につきましても、市が配置する生活支援

コーディネーターと連携するとともに、必要な会議への参加や市民への

普及啓発等、市と協働して取り組むことを目指しております。 

続いて８ページの認知症総合支援事業につきましても、今回改めて国

の方で認知症基本法が施行されましたので、基本法に定められた目的や

基本理念を踏まえて、事業を進めていく。 

地域ケア会議推進事業につきましても、これまで同様に委託型の地域

包括支援センターが圏域別ケア会議を主催し、介護支援専門員が抱える

困難事例等の検討を通して、地域のネットワークの構築や地域課題の把

握等を行っていきたいと思っております。 

指定介護予防支援事業に関しましては、これまでの方針に加えまし

て、改めて指定介護予防支援事業を指定介護予防支援事業所に委託した

場合の方針も追記させていただいております。委託の地域包括支援セン

ターの場合でも、公平・中立性を確保する観点を踏まえ、正当な理由な

しに特定の事業者に偏らないように委託するとともに、委託を行った場

合であっても適切に関与していくという方針を改めて謳わせていただ

いております。介護予防ケアマネジメントと一般介護予防事業に関して

は大きな変更はございません。介護予防事業は市の方でかなり数多くの

事業を行っておりますので、委託の地域包括支援センターと協働しなが

ら引き続き進めていきたいと思っております。 

最後の部分、基準の運用について、今回改めて少し追加をさせていた

だいております。これは、つくば市指定介護予防支援事業者の指定基準

等に関する条例に基づき、業務継続計画いわゆるＢＣＰと呼ばれるもの

の策定や、感染症の予防や虐待の防止の部分に関して方針等を定める必

要がございますので、改めて地域包括支援センターの運営方針にもその

旨を追記させていただいているというものになります。従来のものをベ
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 河野会長 

 

 

 

 伊東委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ースにして、少し赤字の部分を追加修正させていただいて、内容を少し

ブラッシュアップさせていただいたものになっております。簡単ですが

説明になります。ありがとうございます。 

 

ありがとうございます。只今の御説明につきまして、御意見、御質問

等ございましたら、委員の皆様よりよろしくお願いいたします。伊東委

員、どうぞ。 

 

何点かあるのですが、まず９番の指定介護予防支援事業で、「また～」

以降が追加になっていますね。前段の方では、介護予防サービス計画を

作成するのは多分直轄の方でやられて、「また～」以降は委託先の方で

される行為だと思いますが、「介護予防サービス計画の原案を作成する

場合には」となっていますが、委託先ではこの原案を作成して計画が適

切に作成されているか、内容が妥当かについて確認を行った時点で、原

案が当該サービス計画と認知されるという部分ですか。「原案」とわざ

わざ書いているのはどういう意味ですか。 

 

ありがとうございます。まず、指定介護予防支援事業については、私

達直営もそうなのですが、委託している地域包括支援センターも指定介

護予防支援事業所として登録してありますので、基本的には地域包括支

援センターが要支援認定を受けた方の予防プランを作っていくという

ところになりますが、委託もできるというふうになっておりますので、

現状として委託している件数が多いという状況です。民間に委託した場

合でも委託先に全部任せるのではなくて、地域包括支援センターがしっ

かりと関わっていくという部分を謳わせていただいていますが、委託し

た後のプランの流れという部分を少し御説明させていただくと、委員の

方の御理解も深まると思いますが、お待ちいただいてよろしいでしょう

か。 



様式第１号 

17 
 

伊東委員 

 

 

 

 

谷田部西包括 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伊東委員 

 

 

 

 

 篠崎委員 

 

 

 

伊東委員 

 

 

 

直轄の方で計画作って、それとの整合性をしっかり確保すると理解し

ていますが。委託の流れからいくと委託任せにしないから、委託元の人

もしっかり確認しながら整合性をとって実施させるという原案だった

ら理解できますが。 

 

谷田部西地域包括支援センターの平林と申します。実際に現場でやっ

ている状況ですが、私たちのセンターではほぼ委託しているような状況

で、最初の契約から介入させていただきながらケアプランの原案が介護

支援専門員さんから上がってくると、内容を確認させていただきます。

その中で適正かどうかも含めて確認をした後にコメントを書く欄があ

りますので、書かせていただいて介護支援専門員にお戻しします。あと

は半年に１回介護支援専門員の方で評価をしていただけますので、評価

の内容や経過の確認を行い、介護支援専門員に対して内容が適正かどう

かも含めてコメントをお返ししている状況です。 

 

ということは、委託先から上がってくる計画をしっかり見ながら、途

中で評価もしながら進めていくということですね。ただ「原案」という

のがすごく気になりますね。それが「計画」であるならばスムーズに理

解できますが。 

 

現場で介護支援専門員をやっているものですので、原案からどうなっ

たら本プランになるかというところを多分お伺いされたいのかと思い

ますが、御本人が署名をした時点で原案ではなく本プランになります。 

 

サインされた時点で本プランになるということですね。それから、新

しく追加になった基準の運用について聞きたいのですが、かなり大事な

ところなので私もこの条例をいろいろ紐解いてみましたら、令和３年に

改正になった条例の附則で３項目について謳われていますね。令和３年
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事務局 

 

 

 

 

 

飯泉委員 

 

 事務局 

 

 

 

 

 

 

 

伊東委員 

 

 

 

４月１日から施行されていますが、この３項目については経過措置が設

けられていて、それが令和６年３月 31 日までだったのが、なぜこの時

期に出てくるのか、不思議な部分があるのと、条例の中では虐待の防止

という項目で謳われていますけれども、高齢者が表立って出ていました

ね。なぜ高齢者だけで限定するのか、虐待というのは高齢者に限らず、

その地域ではいろんな年代によって起こるので、その２点を教えていた

だければありがたいと思います。 

 

ありがとうございます。この方針に関しましては、私たち地域包括支

援センター直営の部分と委託の方もそれぞれセンターとして、すでに作

成をしているものではありますが、運営方針への記載がなかったもの

で、今回改めて方針にも追記をさせていただいたという経緯になってお

ります。 

 

運用はされていて、それを運営方針に記載したと。 

 

はい、改めて方針にも今回も落とし込ませていただいてというものに

なります。高齢者虐待と高齢者の部分を謳った部分に関しましては、高

齢者虐待防止法という法律がございまして、法律の内容に準じて今回こ

こで高齢者と謳わせていただいております。つくば市の場合は、虐待の

対象者によって障害の部署、子どもの部署、それぞれで対応しており、

包括の方では高齢者の部分を対応ということで、高齢者虐待の防止とい

う形で謳わせていただいているような形になっております。 

 

そうすると、条例との齟齬が出てこないですかね。条例の中では、虐

待の防止に関するということで、第 28 条の２に書いてありますよね。

高齢者だけ限定すると何か齟齬が出るような感じもしますがどうでし

ょうか。この見直しの中で「条例に定められた基準により」というふう
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成島委員 

 

に持ち込んでいますので、すごく違和感がありますけれども、今おっし

ゃったとおり、この条例とそちらの方の高齢者の虐待防止の方を絡めて

いくならば、特出しで高齢者というのもあるのかなと思いますが、そこ

はどうでしょうか。 

 

ありがとうございます。少し確認させていただければと思います。 

 

少し付け加えてよろしいでしょうか。まず１つ、この基準の運用で事

業計画の策定とか感染予防の防止、いわゆるＢＣＰとよく言われてます

よね。これは昨年４月から各事業所はＢＣＰを策定することが義務づけ

られてます。市の方もおそらく地域ＢＣＰを策定するように求められて

いるんですね。医療機関も実は病院もすでにＢＣＰ、事業計画の策定を

義務付けられて、我々かかりつけ医の立場でもペナルティはないです

が、一応義務付けられていてその中でのものなんですよね。確かにおっ

しゃるように、虐待防止だけはここの中では少し違いますが、虐待防止

法というのがあって、つくば市では年２回ぐらい、小児、障害者、高齢

者、この３つの弱者と言われる者たちの虐待防止のための委員会が開催

されていて、大体年間どのぐらい報告があったと。それぞれ担当する課

が違うので、高齢者の場合だと地域包括支援課の方に上がってくる。障

害者は障害者の方の課に行きますし、幼児の場合にはまたこどもの方に

行くので違うんですね。幾つかに分かれていますので、それで分かりづ

らくなったんだと思います。 

 

条例は全体的に網羅していて、あとは所轄する部署の運営方針等で謳

っていると。 

 

はい。そのため、包括の場合だと高齢者しか扱わないと。 
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その他いかがでしょうか。どうぞ。 

 

１点お聞きします。今日で今回のメンバーは終わりで、次回から新し

いメンバーになると思いますが、この中で感染症の予防及びまん延の防

止と９ページの２にありますが、これから感染症がコロナやインフルエ

ンザ以外の病気が出てくる可能性もあると思います。そういう中でこの

メンバーの中に保健所関係の方、保健所というのはつくば市ばかりでは

なくて常総市も入っていると思いますが、そういう方にもメンバーに入

ってもらった方がいいと思ったのですが、そういう可能性があるかない

かだけお聞きできればと思います。 

 

感染症の方針等に関しては、事業所単位で方針を定めていくものにな

ります。委員としては、保健師等の医療職が委員に入っています。運営

協議会の委員に公衆衛生の方に入っていただくことについては、今後検

討する部分だと考えています。 

 

他、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。そうしましたら、今の

ものについては御承認いただいたということで進めていただきたいと

思います。そうしましたら、議題(3)令和８年度以降の地域包括支援セン

ター業務委託に関する公募について説明をお願いいたします。 

 

＜議題(3)令和 8 年度以降の地域包括支援センター教務委託に係る公募

について配布資料に基づき説明＞ 

それでは、議題(3)令和８年度以降の地域包括支援センター業務委託

に係る公募について御説明をさせていただきます。１枚目のスライドは

現在の地域包括支援センターの設置場所と、３職種の配置を求めている

人数になります。つくば市では、合併前の旧町村単位で日常生活圏域を

設定しており、谷田部に関しましてはエリアも広いので東西という形で
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分けており、現在７つの日常生活圏域に対して市の直営を除くと６か所

の委託型の地域包括支援センターを設置している状況になっておりま

す。３職種の配置人数といたしましては、各センターとも３職種４名の

配置を求めておりまして、現状で委託型の地域包括支援センター全体で

３職種が 24 名、更に私たち市直営の地域包括支援センターでも正職員

の３職種が現時点で合計 10 名在籍しておりますので、市全体で見ると

３職種の人数として合計 34 名という現状になっております。途中で欠

員が生じているところもあるのですが、数としてはそのようになってお

ります。現在の委託の契約期間は令和５年度から７年度までの３年間と

なっておりますので、改めて８年度以降の設置に関して検討を行う必要

があるという状況になっております。 

次に、令和８年度以降の地域包括支援センターの業務委託に関する市

の考えについてですが、１つ目といたしまして、地域包括支援センター

を増設したいと考えております。具体的には、現在、大穂地区と豊里地

区は、合わせて１か所の設置となっておりますが、より身近な場所で相

談対応を行えるように、従来の日常生活圏域ごとに設置していきたいと

考えており、令和８年度以降に関しましては、大穂地区と豊里地区を分

割し、それぞれの地区に地域包括支援センターの設置を目指したいとま

ず１点考えています。 

続いて、３職種の配置についてですが、現在はこの基本の３職種を各

センター４名の配置を求めていますが、令和５年の４月１日現在の高齢

者数と、令和６年 10 月１日現在の高齢者数を比べてみますと、桜地区

に関しては他と比べてかなり高齢者数が伸びていることもあり、１名増

員し、３職種５名体制で配置を求めさせていただいきたいと思っており

ます。 

続いてのスライドでは、基本の３職種４名に合わせて指定介護予防支

援事業に係る担当職員として、現状では介護予防を担当する職員として

保健師、介護支援専門員、社会福祉士、経験のある看護師、高齢者保健
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福祉等に関する相談業務等に３年以上従事した社会福祉主事のいずれ

かの方が配置されていますが、次のスライドでも示しているように、保

健師と社会福祉士と主任介護支援専門員以外の職種については、センタ

ーの職員の業務の負担軽減や品質の向上、定着支援等を通じた包括的支

援事業の質の向上や委託料の額等を総合的に勘案し、市町村の判断でセ

ンターに配置することが可能となっています。実際に全国の地域包括支

援センターの配置を見ますと事務職員や、リハビリ職員等様々な職種を

置いている全国のセンターもありますので、つくば市でも３職種以外の

その他職員に関しましては、職種の幅を広げて考えていきたいというこ

とと、人件費に関しましても、しっかりと１人分は置けるように費用の

部分に関しても、今後見直しを行っていきたいと思っています。 

最後の図のスライドに関しましては、先ほど申し上げましたように、

令和８年度以降、地域包括支援センターを１か所増設するとともに桜地

区の配置人数を１名増員した場合の３職種の全体の配置数の数になり

ます。委託型の地域包括支援センター全体では 27 名となり、その他市

直営の地域包括支援センターで現状の 10 名も加えると合計 37 名とな

り、人数としては体制が拡充していくというようなイメージのものにな

ります。 

簡単ですが、ここまでが議題(3)の説明とさせていただきまして、大穂

地区と豊里地区を分割して、１か所増設するという部分の方針や３職種

の配置の部分に関しまして御意見をいただければと思います。よろしく

お願いいたします。 

 

ありがとうございました。本件につきまして、御意見、御質問等ござ

いましたらよろしくお願いいたします。 

基本的には、柔軟に人を増やすということで、大学のようなところか

らは純増というのはなかなか考えられないので、予算が増えたというこ

とは、これでより現場の皆さんの負担が減って質が向上するように運用
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していただけるのであれば良い方向性かと思うのと、もう１点、事前に

確認したところですが、現状の委託費の運用に当たって、これまでは人

件費と事業費が分割されていて、なかなか扱いづらい部分があったと。

それを令和８年度以降は一括して柔軟に予算についても運用実態に即

して適切な運用ができるようにするという方向性だと聞いたのですが、

それは改めて確認していただいてよろしいですか。 

 

その方向性で進めていきたいと思っております。予算に関しまして、

具体的な部分はいろいろ庁内での承認ですとか議会等もありますので、

様々な決裁を経てからとなりますが、その方向性で進めていきたいと思

っております。 

 

ありがとうございます。冒頭でもあったように、いずれにせよ、今全

国もそうですし、話をお聞きするとつくば市でも介護に関わる人材不足

は相当深刻になってきていると認識していますので、それに少しでも貢

献できるといいのかなと思います。他、委員の皆様からなければよろし

いでしょうか。ありがとうございます。そうしましたら、これまでの議

題(1)(2)(3)はいずれも原案のとおり承認ということで進めさせていた

だきたいと思います。最後、議題(4)その他について事務局より説明をお

願いいたします。 

 

＜議題(4)その他について追加資料に基づき説明＞ 

議題(4)その他に関しまして御説明をさせていただきます。報告とい

う形になりますが、本日追加資料といたしまして、机の上に「広報つく

ば」の掲載記事を抜粋したものを配布させていただいております。第１

回目の運営協議会で委員の皆様から、広報について様々な御意見をいた

だきまして、今年度に関しましては、配布させていただいた記事のよう

に、「広報つくば」に改めて地域包括支援センターの紹介する記事を掲
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載させていただいたとともに、区会へのチラシの回覧も行いました。こ

の広報活動につきましては、引き続き来年度以降も取り組めるものは順

次取り組んでいきながら、少しでも認知度が向上できるように、委託先

の地域包括支援センターと連携して、引き続き協力してやっていきたい

と思っています。先ほど、成島委員から職員の質の向上という話もあり

ましたが、私達の方では、地域包括支援センターのセンター長が参加す

る研修について、今年度は市の方で費用負担をして受講していただきま

した。来年度以降につきましても、国の方でやるような基本的な研修に

関しては参加費を負担させていただいて、各センターができる限り参加

しやすくなるような形で研修に関しては担保していきたいと思ってい

ます。また、地域包括支援センターがうまく運営して疲弊しすぎないよ

うに、今年度に関しては法人様の方とも様々お話をさせていただいた

り、私達の方でも各センターを回ってセンター長ともお話させていただ

いたりして進めておりまして、そういった風通しの良さを来年度以降も

実施していきながら、様々なことに共通認識を持って取り組んでいきた

いと思っております。簡単にですが以上、現状の御報告になります。 

 

ありがとうございます。今の御報告についていかがでしょうか。よろ

しいでしょうか。 

 

何度もすみません。紙ベースのお知らせというのは、ホームページや

スマホで見ればわかるというような考えが市の方ではあると思うんで

すよね。でも、高齢者は大体ホームページを開くのは分からないんです

よ。それを考えると、在宅介護を受けているのは高齢者が中心ですが、

成島先生が委員になられている在宅医療・介護連携推進協議会で、医療

と介護に関わる人の連携として、ＩＣＴの課題等の話になったのですが

つくば市は取り入れていないですよね。他の常総市、土浦市、石岡市は

取り入れているという話がこの間出まして、それを予算化すると地域包
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括支援課の担当の方が話していたのですが、市民の立場で聞きますとＩ

ＣＴという言葉が分からない。また、例えば「地域包括支援課はどうい

うことをやるんですか」というような質問を受けることもありますの

で、紙ベースで少なくても１年ぐらいは、面倒かもしれませんが、昔の

回覧板的なものを流していただければ、わかりやすく大きい字で細かい

字は要らないので、電話番号を控えて連絡くださいというようなことを

やっていただければ非常にありがたいです。以上です。 

 

ありがとうございます。在宅医療の成島先生のように、病院に置かせ

てもらうというのは、要介護の認定を受けてなくても病院に行かれる高

齢者の方は多いと思うので、１つの方法かなと思いながらお聞きしてお

りました。いずれにせよ、最後に事務局からもありましたように、重要

なことは、委託をされている法人或いはセンターの皆さんと市の方で、

これから継続的に話し合いをしていただいて、改正があったばかりなの

で、おそらく運用上うまく回っていくかどうかはこれからだと思うんで

すね。どういうところに課題があるのか、もっと運用しやすいようにす

るにはどうしたらいいのか。特に令和８年度のプロポーザルに向けて、

出来るだけ現場の皆さんが動きやすいような要件というか、仕様書を作

っていただいて、そうしないと下手すると１個増えたとしても、手を挙

げないということも起こり得るかもしれない。決して、万が一ではない

と思うので、ぜひ現場の皆さんの声を聞いていただきたいと思います

し、介護支援専門員の方の主任介護支援専門員の問題もあったと思いま

す。特に継続が難しいのであれば、もし可能であれば、１つの選択肢で

例えば介護支援専門員の復職支援みたいなものを、市が何らかの形でお

金を配布するのが一番いいのかもしれないですが、それが難しいのであ

れば、最新の情報に介護支援専門員の資格を持っているけれども、現場

から離れていて今どういう状況なのかが分からないから復帰するのに

ハードルがあるという人であれば、そこのコンテンツを市の側で研修み
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たいな形で提供すると、コストもあまりかけずにできると思いますの

で、何かそういう１つ１つのセンターとか事業所ではできないような取

り組みを市の方に期待したいと思います。以上で、本日予定しておりま

した議題を終了としますので進行を事務局の方に戻したいと思います。

ご協力ありがとうございました。 

 

河野会長、ありがとうございました。本運営協議会委員の任期は、令

和７年３月 31 日までとなっております。委員の皆様には、地域包括支

援センターの運営に関して貴重なご意見を賜り、誠にありがとうござい

ました。令和７年度以降も委員の皆様からいただいたご意見を念頭に置

きながら、地域包括支援センターの適切な運営に努めて参りたいと考え

ておりますので御協力のほどよろしくお願いいたします。以上をもちま

して、令和６年度第２回つくば市地域包括支援センター運営協議会を閉

会させ、閉会とさせていただきます。本日は長時間にわたり、御協議い

ただき、ありがとうございました。 

 





期間：令和5年(2023年)4月1日～令和7年(2025年)3月31日

氏　　名 所　属・団　体

1 ◎ 河野　禎之 筑波大学

2 ○ 山中　克夫 筑波大学

3 成島　淨 一般社団法人つくば市医師会

4 漆川　雄一郎 茨城県弁護士会

5 篠崎　雄高 つくばケアマネジャー連絡会

6 山田　直人 つくば市地域密着型サービス事業所連絡会

7 津野　義章 社会福祉法人つくば市社会福祉協議会

8 真柄　和代 一般社団法人茨城県訪問看護事業協議会

9 浅野　祐一 つくば市リハビリテーション専門職協議会

10 飯泉　孝司 市民委員

11 荒井　直子 市民委員

12 伊東　一明 市民委員

13 高田　佳江 市民委員

14 田中　光三 市民委員

※ ◎…会長、○…副会長

（備考）
　つくば市地域包括支援センター運営協議会設置要項
　　第３条　運営協議会は、15人以内の委員をもって構成する。
　　２　委員は、次に掲げる者のうちから構成する。

(3) 介護保険以外の地域資源、地域における権利擁護、相談事業等を担う関係者　
(4) 前各号に掲げるもののほか、地域ケアに関する学識経験を有する者
(5) その他市長が必要と認める者

つくば市地域包括支援センター運営協議会委員名簿

(1) 介護サービス若しくは介護予防サービスに関する事業者又は医師、歯科医師、看護師、介護支援
専門員、機能訓練指導員その他の職能団体の者
(2) 介護サービス若しくは介護予防サービスの利用者又は介護保険の第１号被保険者及び第２号被保



介護保険法施行規則の改正に伴う
地域包括支援センターの職員配置基準の見直しについて

福祉部地域包括支援課

資料１-１
令和６年度第２回つくば市地域包括支援センター運営協議会

1



地域包括支援センターにおける柔軟な職員配置について

【介護保険法施行規則改正の背景】

「センターの職員配置については、人材確保が困難となっている現状を踏まえ、
３職種の配置は原則としつつ、センターによる支援の質が担保されるよう留意した
上で、複数拠点で合算して３職種を配置することや『主任介護支援専門員その他こ
れに準ずる者』の『準ずる者』の範囲の適切な設定など、柔軟な職員配置を進める
ことが適当である。

＊介護保険制度の見直しに関する意見（令和４年12月20日社会保障審議会介護保険部会）
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地域包括支援センターにおける柔軟な職員配置について

【介護保険法施行規則改正の概要】

①地域包括支援センター運営協議会が第１号被保険者の数及び地域包括支援セ
ンターの運営の状況を勘案して必要であると認めるときは、常勤換算方法による
ことを可能とする。

②地域包括支援センター運営協議会が地域包括支援センターの効果的な運営の
資すると認めるときは、複数の地域包括支援センターが担当する区域を１の区域
として、当該複数のセンターに配置すべき３職種の常勤職員数の合計を配置する
ことにより、それぞれのセンターの配置基準を満たすものとする。
この場合でも２職種の配置は必須とする。
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地域包括支援センターにおける柔軟な職員配置について

【介護保険法施行規則改正のイメージ図】

出典：厚生労働省「令和６年度第１回地域包括ケア推進都県協議会」

【例】
３つのセンターがあ
る場合、どこかのセ
ンターで主任介護支
援専門員が不在の
場合、他のセンター
で2人配置すれば、
合計３職種×３セン
ター分の9人いるこ
とになるため基準を
満たす。

＊３つの区域の必要
な専門資格と総配
置人数は同じ
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地域包括支援センターにおける柔軟な職員配置について

【介護保険法施行規則改正に係る市の対応】

つくば市介護保険条例（平成12年つくば市条例第３６号）の改正

・令和6年第2回つくば市議会定例会12月定例会議にて可決
・令和7年1月9日 公布
・改正内容については、資料１－2「つくば市介護保険条例新旧対照表」参照
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地域包括支援センターにおける柔軟な職員配置について

【職員配置基準の見直しに伴う市の運用について】
①常勤換算方法による配置について
【現状】
・各センターには3職種４名の配置を求めており、４人目の職種については常勤
換算方法も可としている。
（令和４年度第２回つくば市地域包括支援センター運営協議会にて承認）

【運用（案）】
・常勤専従を原則とするが、常勤職員の人材確保が困難な場合は４人目の職種
に限らず、常勤換算方法を可能とする。（令和７年４月１日より運用）
（理由）
・常勤換算方法を導入し柔軟な職員配置を可能とすることで人員の確保を容
易にし、もって市民サービスの低下防ぐ。
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常勤換算方法による配置イメージ
【現状】 【運用後（例：保健師を常勤換算とした場合）】

主CM

社福士

保健師

１
人
目

２
人
目

３
人
目

週５勤務（常勤専従）＝１．０

週５勤務（常勤専従）＝１．０

週５勤務（常勤専従）＝１．０

主CM

社福士

保健師

１
人
目

２
人
目

３
人
目

週５勤務（常勤専従）＝１．０

週５勤務（常勤専従）＝１．０

週２勤務＝０．４

保健師

週３勤務＝０．６

週５勤務
＝１．０

※雇用できる人員が、週５勤務が可能な人に
限られる。 ※柔軟な勤務形態により、人員が

確保しやすくなる。 7



地域包括支援センターにおける柔軟な職員配置について

【職員配置基準の見直しに伴う市の運用について】
②複数区域を合算した３職種の配置について
【現状】
・７つの日常生活圏域に対して６か所の委託型地域包括支援センターを設置
・急な欠員の場合の対応等、３職種の配置が難しい場合がある。

【運用（案）】 （令和７年４月１日より運用）
・市内全域を１の区域と考え、欠員が生じたセンターの職種を他のセンターの職
員配置を調整することにより３職種の配置基準を満たせるようにする。
・しかし、運用上の課題もあるため、3職種の配置を原則とし、欠員が解消される
までの一時的な対応とする。
・そのため、欠員が生じたセンターには継続した職員配置を求め、必要な職種の
配置が整うまでの間は、代替職員（３職種の内いずれか）を配置することで業
務負担の増加と市民サービスの低下を防ぐようにする。
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地域包括支援センターにおける柔軟な職員配置について

【３職種に「準ずる者」の要件の見直し】
・主任介護支援専門員に「準ずる者」の要件の見直し

〇要件ア
「介護支援専門員資質向上事業の実施について」（平成18年6月15日老発第0615001号厚生
労働省老健局長通知）による廃止前の「ケアマネジメントリーダー活動等支援事業の実施及び推進
について」（平成14年4月24日付け老発第0424003号厚生労働省老健局長通知）に基づくケア
マネジメントリーダー研修を修了した者であって、介護支援専門員としての実務経験を有し、かつ、介
護支援専門員の相談対応や地域の介護支援専門員への支援等に関する知識及び能力を有してい
る者

〇要件イ （＊要件の追加）
センターが育成計画を策定しており、センターに現に従事する主任介護支援専門員の助言のもと、将
来的な主任介護支援専門員研修の受講を目指す介護支援専門員であって、介護支援専門員として
従事した期間が通算5年以上である者 仕様書に追記する

9



その他、介護保険法施行規則改正に伴う変更点

【総合相談支援事業の一部委託】
・センターの設置者は、あらかじめ運営協議会の意見を聞いた上で、市町村に届
出を行うことにより、総合相談支援事業の一部を、指定居宅介護支援事業者の
ほか、医療法人、社会福祉法人、特定非営利活動法人その他市町村が適当と認
めるものに委託することができる。

・市町村は、総合相談支援事業の一部委託を行う場合において、センターが行う包
括的支援事業の質が確保されるよう、総合相談支援事業の委託業務の範囲、セ
ンターと総合相談支援事業の一部委託を受けた者との役割分担及び連携方法、
センターによる支援の内容等について、運営協議会やセンター設置者等の意見
も踏まえつつ、適切にセンターの運営方針及び総合相談支援事業の一部委託方
針に定めること。

現時点では運用の予定なし

10



資料１-２ 令和６年度第２回つくば市地域包括支援センター運営協議会 

つくば市介護保険条例（平成12年つくば市条例第36号）新旧対照表 

改正後 改正前 

第１条―第３条 （略） 第１条―第３条 （略） 

（地域包括支援センターの運営基準等） （地域包括支援センターの運営基準等） 

第３条の２ 介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第115条の 

46第５項の条例で定める基準は、次のとおりとする。 

第３条の２ 介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第115条の 

46第５項の条例で定める基準は、次のとおりとする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 地域包括支援センターは、地域包括支援センター運営協議会（介護保険法施

行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「省令」という。）第140条の66第１号

イ  に規定する地域包括支援センター運営協議会をいう。以下同じ。）の意見

を踏まえて、適切、公正かつ中立な運営を確保すること。 

(2) 地域包括支援センターは、地域包括支援センター運営協議会（介護保険法施

行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「省令」という。）第140条の66第１号

ロ(2)に規定する地域包括支援センター運営協議会をいう     。）の意見

を踏まえて、適切、公正かつ中立な運営を確保すること。 

(3) １の地域包括支援センターが担当する区域における第１号被保険者の数がお

おむね3,000人以上6,000人未満ごとに置くべき専らその職務に従事する常勤の

職員の員数（地域包括支援センター運営協議会が第１号被保険者の数及び地域

包括支援センターの運営の状況を勘案して必要であると認めるときは、常勤換

算方法（当該地域包括支援センターの職員の勤務延時間数を当該地域包括支援

センターにおいて常勤の職員が勤務すべき時間数で除することにより、当該地

域包括支援センターの職員の員数を常勤の職員の員数に換算する方法をいう。）

によることができる。次号において同じ。）は、原則として次のとおりとする

こと。 

(3) １の地域包括支援センターが担当する区域における第１号被保険者の数がお

おむね3,000人以上6,000人未満ごとに置くべき専らその職務に従事する常勤の

職員の員数                              

                                   

                                   

                                   

                                   

                    は、原則として次のとおりとする

こと。 

ア―ウ （略） ア―ウ （略） 

(4) 前号の規定にかかわらず、地域包括支援センター運営協議会が地域包括支援

センターの効果的な運営に資すると認めるときは、複数の地域包括支援センタ

ーが担当する区域を１の区域として、当該区域内の第１号被保険者の数につい

て、おおむね3,000人以上6,000人未満ごとに同号アからウまでに掲げる常勤の

 



 

2/2 

職員の員数を当該複数の地域包括支援センターに配置することにより、当該区

域内の１の地域包括支援センターがそれぞれ同号の基準を満たすものとする。

この場合において、当該区域内の１の地域包括支援センターに置くべき常勤の

職員の員数の基準は、同号アからウまでに掲げる者のうちから２人とする。 

(5) 第３号の規定にかかわらず、地理的条件その他の条件を勘案して特定の生活

圏域に１の地域包括支援センターを設置することが必要であると地域包括支援

センター運営協議会において認められた場合には、地域包括支援センターの人

員配置基準は、次の表の左欄に掲げる担当する区域における第１号被保険者の

数に応じ、それぞれ同表の右欄に定めるところによることができる。 

(4) 前号 の規定にかかわらず、地理的条件その他の条件を勘案して特定の生活

圏域に１の地域包括支援センターを設置することが必要であると地域包括支援

センター運営協議会において認められた場合には、地域包括支援センターの人

員配置基準は、次の表の左欄に掲げる担当する区域における第１号被保険者の

数に応じ、それぞれ同表の右欄に定めるところによることができる。 

担当する区域における第１号被保険者の数 人員配置基準 

おおむね1,000人未満 第３号アからウまでに掲げる者のうち

から１人又は２人 

おおむね1,000人以上2,000人未満 第３号アからウまでに掲げる者のうち

から２人（うち１人は専らその職務に

従事する常勤の職員とする。） 

おおむね2,000人以上3,000人未満 専らその職務に従事する常勤の第３号

アに掲げる者１人及び専らその職務に

従事する常勤の同号イ又はウに掲げる

者のいずれか１人 
 

担当する区域における第１号被保険者の数 人員配置基準 

おおむね1,000人未満 前号ア からウまでに掲げる者のうち

から１人又は２人 

おおむね1,000人以上2,000人未満 前号ア からウまでに掲げる者のうち

から２人（うち１人は専らその職務に

従事する常勤の職員とする。） 

おおむね2,000人以上3,000人未満 専らその職務に従事する常勤の前号ア

 に掲げる者１人及び専らその職務に

従事する常勤の前号イ又はウに掲げる

者のいずれか１人 
 

第４条 （以下略） 第４条 （以下略） 

 



資料２－１ 令和６年度第２回つくば市地域包括支援センター運営協議会 
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資料２-２ 令和６年度第２回つくば市地域包括支援センター運営協議会 
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つくば市地域包括支援センター運営方針（案） 

新旧対照表 

新 旧 

Ⅰ 略 

 

Ⅱ 地域包括支援センターの目的 

 センターは、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要

な援助を行うことにより、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包

括的に支援する中核機関として設置します。 

 また、地域包括ケアシステムの推進を担う中核機関として、地域住民一

人ひとりに対する個別支援や地域におけるネットワークの構築等、地域住

民に関する様々なニーズに応えることのできる地域に密着したワンスト

ップの総合相談拠点を目指します。 

 このため、つくば市（以下「市」という。）では、地域住民が住み慣れた

地域で安心して暮らせるよう         、地域の特性に応じた支

援を行うとともに機能強化を図っていきます。 

 

Ⅲ 運営上の基本的な考え方や理念 

センターの設置責任主体は、市であることから、市はセンターの設置目

的を達成するための体制整備に努め、地域の関係機関の連携体制の構築な

どの重点的な取組みについて、市とセンターが共通認識のもと、協働して

適切な運営に努めます。 

 また、市が設置する地域包括支援センター運営協議会（以下「運営協議

会」という。）は、センターの運営に関する事項について、承認や協議、評

価する機関として役割を発揮することにより、市の意思決定に関与し、も

って、適切、公平かつ中立なセンターの運営を確保します。 

 

 

Ⅰ 略 

 

Ⅱ 地域包括支援センターの目的 

 センターは、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要

な援助を行うことにより、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包

括的に支援する中核機関として設置します。 

 また、地域包括ケアシステムの推進を担う中核機関として、地域住民一

人ひとりに対する個別支援や地域におけるネットワークの構築等、地域住

民に関する様々なニーズに応えることのできる地域に密着したワンスト

ップの総合相談拠点を目指します。 

 このため、つくば市（以下「市」という。）では、地域住民が住み慣れた

地域で安心して暮らせるようにセンターを拡充し、地域の特性に応じた支

援を行うとともに機能強化を図っていきます。 

 

Ⅲ 運営上の基本的な考え方や理念 

センターの設置責任主体は、市であることから、市はセンターの設置目

的を達成するための体制整備に努め、地域の関係機関の連携体制の構築な

どの重点的な取り組みについて、市とセンターが共通認識のもと、協働し

て適切な運営に努めます。 

 また、市が設置する地域包括支援センター運営協議会（以下「運営協議

会」という。）は、センターの運営に関する事項について、承認や協議、評

価する機関として役割を発揮することにより、市の意思決定に関与し、も

って、適切、公平かつ中立なセンターの運営を確保します。 

 

 



資料２-２ 令和６年度第２回つくば市地域包括支援センター運営協議会 

2 
 

 １ 地域包括ケアの推進 

地域住民が、住み慣れた地域で、尊厳あるその人らしい生活を継続

することができるようにするためには、できるだけ要介護状態になら

ないような予防対策から高齢者の状態に応じた介護サービスや医療サ

ービスまで、様々なサービスを、高齢者の状態の変化に応じ切れ目な

く提供することが必要です。このためセンターは、地域住民の心身の

健康の維持、保健・福祉・医療の向上、生活の安定のために必要な援

助、支援を包括的に行います。 

  また、地域共生社会の実現に向けて、公的福祉サービスの利用だけ

でなく、地域の課題や問題について住民一人ひとりが「我が事」とし

て主体的に役割を持ち、支えあいながら暮らし続けられる地域づくり

に努めます。 

  さらに、市が実施する重層的支援体制整備事業における包括的相談

支援事業を担う実施機関として制度の趣旨を十分理解し、地域の複雑

化・複合化した支援ニーズに対応するため、相談者の属性に関わらず

包括的に相談を受け止め、相談者の課題を整理し、利用可能なサービ

ス等の情報提供を行うほか、センターだけでは解決が難しい事例は、

適切な支援機関と連携し、多機関協働による包括的な支援を行いま

す。 

 

 ２ 「協働性」の視点 

  センターに保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員（これらに準ず

る者を含む。）を配置し、専門職が専門性を活用しながら相互に情報共

有し、連携・協働する「チームアプローチ」を実践することで相談支援

や地域課題に対応します。 

  さらに、地域の保健・福祉・医療の専門職や民生委員等の関係者、社

会福祉協議会等の関係機関と連携を図りながら業務を推進します。 

 ３～４ 略 

 

 １ 地域包括ケアの推進 

地域住民が、住み慣れた地域で、尊厳あるその人らしい生活を継続

することができるようにするためには、できるだけ要介護状態になら

ないような予防対策から高齢者の状態に応じた介護サービスや医療サ

ービスまで、様々なサービスを、高齢者の状態の変化に応じ切れ目な

く提供することが必要です。このためセンターは、地域住民の心身の

健康の維持、保健・福祉・医療の向上、生活の安定のために必要な援

助、支援を包括的に行います。 

  また、地域共生社会の実現に向けて、公的福祉サービスの利用だけ

でなく、地域の課題や問題について住民一人ひとりが「我が事」とし

て主体的に役割を持ち、支えあいながら暮らし続けられる地域づくり

に努めます。 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

    

  

 ２ 「協働性」の視点 

  センターに保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員        

       を配置し、専門職が専門性を活用しながら相互に情報共

有し、連携・協働する「チームアプローチ」を実践することで相談支援

や地域課題に対応します。 

  さらに、地域の保健・福祉・医療の専門職や民生委員等の関係者、社

会福祉協議会等の関係機関と連携を図りながら業務を推進します。 

 ３～４ 略 
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Ⅳ 業務の実施方針 

 １ 基本的事項 

  １）～５） 略 

  ６） 広報活動 

    センターの業務を適切に実施するとともに、業務への理解と協力

を得るため、市広報紙やホームページ、地域行事への参加等をとお

して地域住民及び関係者等に広報活動を行います。 

  ７） 略 

  ８） 個人情報の保護 

センターは業務上、地域住民等の個人情報を知り得る立場に 

あり、その保護については、個人情報の保護に関する法律及び 

つくば市個人情報の保護に関する法律施行条例等の規定に基づ 

き、情報の漏えい防止、第三者への情報提供及び目的外利用の 

禁止等、情報管理を徹底します。 

  ９） 略 

 

 ２ 総合相談支援事業 

  １）～５） 略 

 

 ３ 権利擁護事業 

  １）～２） 略 

  ３） 高齢者虐待への対応 

    高齢者虐待の事例を把握した場合は、「高齢者虐待の防止、 

高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」及び「つくば市高 

齢者虐待対応マニュアル」に基づき、速やかに当該高齢者の状況 

を把握し、市と連携して適切な対応を行います。 

    また、高齢者虐待を予防する取組みとして、医療、保健、介護、 

福祉関係者だけでなく、多くの市民に高齢者虐待防止に対する理 

解を深めてもらえるよう、市とセンターが協働して啓発活動を行 

Ⅳ 業務の実施方針 

 １ 基本的事項 

  １）～５） 略 

  ６） 広報活動 

    センターの業務を適切に実施するとともに、業務への理解と協力

を得るため、 広報誌やホームページ、地域行事への参加等をとお

して地域住民及び関係者等に広報活動を行います。 

  ７） 略 

  ８） 個人情報の保護 

センターは業務上、地域住民等の個人情報を知り得る立場に 

あり、その保護については個人情報保護法及びつくば市個人情報 

保護条例に基づき、情報の漏えい防止、第三者への情報提供及び 

目的外利用の禁止等、情報管理を徹底します。 

  ９） 略 

 

 

 ２ 総合相談支援業務 

  １）～５） 略 

 

 ３ 権利擁護業務 

  １）～２） 略 

  ３） 高齢者虐待への対応 

    高齢者虐待の事例を把握した場合は、「高齢者虐待の防止、 

高齢者の擁護者に対する支援等に関する法律」及び「つくば市高 

齢者虐待対応マニュアル」に基づき、速やかに当該高齢者の状況 

を把握し、市と連携して適切な対応を行います。 

    また、高齢者虐待を予防する取組みとして、医療、保健、介護、 

福祉関係者だけでなく、多くの市民に高齢者虐待防止に対する理 

解を深めてもらえるよう、市とセンターが協働して啓発活動を行 
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います。 

  ４）～５） 略 

 

 ４ 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

  包括的・継続的ケアマネジメント支援事業は、高齢者が住み慣れた地

域で安心してその人らしい暮らしを続けることができるよう、地域にお

ける関係機関や多職種の連携・協働の体制づくりや介護支援専門員に対

する支援等を行うことを目的とします。 

  １）～４） 略 

 

 ５ 在宅医療・介護連携推進事業 

  医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で 

自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、在宅医療 

と介護を一体的に提供するために、医療機関と介護事業所等の関係者の

連携を推進することを目的とします。 

  つくば市の医療と介護のありたい姿 

  １）希望の生き方を共に考える 

  ２）本人を第一に考えた多職種連携 

  ３）専門職のスキルアップとやりがい 

  ４）認知症になっても安心して暮らせる地域 

  ５）多様な生活の場の提供 

  ６）相互に支え合う生活支援・介護予防 

  ７）誰一人取り残さない 

医療と介護のありたい姿の実現を目指し、以下（ア）～（キ）の事業 

に関して、市が実施主体となり推進していきます。センターは、適宜協 

力及び開催支援等を行い、市と協働して取組みを推進します。 

  （ア）地域の医療・介護の資源の把握 

  （イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

  （ウ）切れ目のない在宅医療と  介護の提供体制の構築の推進 

います。 

  ４）～５） 略 

 

 ４ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

  包括的・継続的ケアマネジメント支援業務は、高齢者が住み慣れた地

域で安心してその人らしい暮らしを続けることができるよう、地域にお

ける関係機関や多職種の連携・協働の体制づくりや介護支援専門員に対

する支援等を行うことを目的とします。 

  １）～４） 略 

 

 ５ 在宅医療・介護連携推進事業 

  医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で 

自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、在宅医療 

と介護を一体的に提供するために、医療機関と介護事業所等の関係者の

連携を推進することを目的とします。 

  つくば市の医療と介護のありたい姿 

  １）希望の最期を共に考える 

  ２）本人を第一に考えた多職種連携 

  ３）専門職のスキルアップとやりがい 

  ４）認知症になっても安心して暮らせる地域 

  ５）多様な生活の場の提供 

  ６）相互に支え合う生活支援・介護予防 

  ７）誰一人取り残さない 

医療と介護のありたい姿の実現を目指し、以下（ア）～（ク）の事業 

に関して、市が実施主体となり推進していきます。センターは、適宜協 

力及び開催支援等を行い、市と協働して取組みを推進します。 

  （ア）地域の医療・介護の資源の把握 

  （イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

  （ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 
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  （エ）医療・介護関係者の情報共有の支援 

  （オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援 

  （カ）医療・介護関係者の研修 

  （キ）地域住民への普及啓発 

 

 ６ 略 

 

 ７ 認知症総合支援事業 

  認知症になっても住み慣れた地域で安心して生活を継続するために

は、 医療・介護及び生活支援を行うサービスが有機的に連携したネット

ワーク を形成し、効果的な支援を行うことが重要です。そのため、「共生

社会の実現を推進するための認知症基本法」に定められた目的や基本理念

等を踏まえ、地域における認知症の人とその家族を支える仕組みづくりに

ついて、市と協働して取組みを推進します。 

 

 ８ 略 

 

 ９ 指定介護予防支援事業 

  介護保険における予防給付の対象となる要支援者が介護予防サービ

ス等の適切な利用等を行うことができるよう、その心身の状況、その置

かれている環境等を勘案し、介護予防サービス計画を作成するととも

に、当該介護予防サービス計画に基づく指定介護予防サービス等の提供

が確保されるよう、介護予防サービス事業者等の関係機関との連絡調整

を行います。 

  また、指定介護予防支援事業を指定居宅介護支援事業者に委託する場

合は、公正・中立性を確保する観点を踏まえ、正当な理由なしに特定の

指定居宅介護支援事業者に偏らないよう委託するとともに、委託を行っ

た場合であっても、委託先の指定居宅介護支援事業者が介護予防サービ

ス計画の原案を作成する場合には、当該計画が適切に作成されている

  （エ）医療・介護関係者の情報共有の支援 

  （オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援 

  （カ）医療・介護関係者の研修 

  （キ）地域住民への普及啓発 

 

 ６ 略 

 

 ７ 認知症総合支援事業 

  認知症になっても住み慣れた地域で安心して生活を継続するために

は、 医療・介護及び生活支援を行うサービスが有機的に連携したネット

ワーク を形成し、効果的な支援を行うことが重要です。そのため、「認知

症施策推進大綱」の推進を図ることを念頭に置き、地域における認知症の

人とその家族を支える仕組みづくりについて、市と協働して取組みを推進

します。 

 

 ８ 略 

 

９ 指定介護予防支援事業 

  介護保険における予防給付の対象となる要支援者が介護予防サービ

ス等の適切な利用等を行うことができるよう、その心身の状況、その置

かれている環境等を勘案し、介護予防サービス計画を作成するととも

に、当該介護予防サービス計画に基づく指定介護予防サービス等の提供

が確保されるよう、介護予防サービス事業者等の関係機関との連絡調整

を行います。 
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か、内容が妥当か等について確認を行い、委託先の指定居宅介護支援事

業者が評価を行った場合には、当該評価の内容について確認を行い、当

該評価を踏まえ今後の指定介護予防支援の方針を決定します。 

 

 １０～１１ 略 

 

Ⅴ 基準の運用について 

 つくば市指定介護予防支援事業者の指定基準等に関する条例（平成27年

３月 26 日条例第 21 号）に定められた基準により、以下の事項について必

要な措置を講じます。 

 

１ 業務継続計画の策定 

センターは、感染症や非常災害の発生時において、事業運営の継続的 

な実施や非常態勢で早期の運営再開を図るための計画（以下「業務継続 

計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じ 

ます。 

 

２ 感染症の予防及びまん延の防止 

センターにおいて、感染症が発生やまん延を防止するための対策につ 

いて、検討する委員会を設置し定期的に開催するとともに、指針を整備 

し、定期的な職員研修及び訓練を行います。 

 

３ 高齢者虐待の防止 

センターは、虐待の発生又はその再発を防止するための対策につい 

て、検討する委員会を定期的に開催するとともに、指針を整備し、定期 

的に職員の研修を行います。 

                                  

                                  

                              

 

 １０～１１ 略 

 

（新設） 

 

 



令和８年度以降の地域包括支援センター業務委託に係る
公募について

福祉部地域包括支援課

資料３
令和６年度第２回つくば市地域包括支援センター運営協議会
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現在の職員配置基準及び職員配置状況
地域包括支援センター名 職員配置基準

筑波地域包括支援センター 3職種：４名
＋指定介護予防事業担当者

大穂豊里地域包括支援センター 3職種：４名
＋指定介護予防事業担当者

谷田部西地域包括支援センター 3職種：４名
＋指定介護予防事業担当者

谷田部東地域包括支援センター 3職種：４名
＋指定介護予防事業担当者

桜地域包括支援センター 3職種：４名
＋指定介護予防事業担当者

茎崎地域包括支援センター 3職種：４名
＋指定介護予防事業担当者

つくば市地域包括支援センター（直営）

2

３職種配置
６センター計２４名

＋
直営計10名 合計３４名



令和８年度以降の地域包括支援センター業務委託について

【地域包括支援センターの増設】
・現在、直営１か所（基幹型）、委託６か所の計７か所設置している。日常生活圏域
の内、大穂地区、豊里地区については１か所の設置となっているが、より身近な場
所で地域の特性に応じた対応ができるよう、大穂地区と豊里地区を分割し、それ
ぞれの地区に地域包括支援センターを設置する。

【地域包括支援センター職員配置基準の見直し】
①３職種の配置基準について
・高齢者の増加が著しく、
高齢者数9,000人を超えている
桜地区については、職員を1名増員する。
（3職種４名体制から5名体制とする）

地区 令和5年4月1日
（単位：人）

令和６年10月1日
（単位：人）

増減

筑波 6,393 6,352 -41

大穂 4,362 4,410 48

豊里 4,047 4,099 52

谷田部西 8,494 8,590 96

谷田部東 7,961 8,099 138

桜 8,473 9,455 982

茎崎 8,730 8,671 -59

合計 48,460 49,676 1,216

地区毎の高齢者数

3



令和８年度以降の地域包括支援センター業務委託について

【地域包括支援センター職員配置基準の見直し】
②3職種以外の職員について
・現在、指定介護予防支援事業に関する担当職員として、「保健師」、「介護支援
専門員」、「社会福祉士」、「経験のある看護師」、「高齢者保健福祉に関する
相談業務等に3年以上従事した社会福祉主事」のいずれかの職種を配置して
いる。（人件費換算は0.5名分）

・業務負担軽減のため人件費を見直し、1名分配置できるようにする。
・あわせて、職種については、法人の状況に応じて柔軟に職員を配置できるよう、
上記職員の他、事務員、リハビリ職等のその他職員の配置も可能とする。
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令和８年度以降の地域包括支援センター業務委託について

【地域包括支援センターの設置運営について】 ＊一部抜粋
〇センター職員が他の業務と兼務できる場合について
・センターと指定介護予防支援事業所の職員を兼務する場合であって、双方の人
員配置基準を満たす場合

〇その他の職員の配置
・保健師等、社会福祉士等及び主任介護支援専門員等以外の職員については、
センター職員の業務負担軽減・資質の向上・定着支援等を通じた包括的支援事
業等の質の向上や委託料の額等を総合的に勘案し、市町村の判断でセンターに
置くこととする。
・具体的には
・センターの適切な運営や労務管理の観点からセンター長を配置すること
・自立支援・介護予防に資する介護予防ケアマネジメント等の実施の観点からリ
ハビリテーション専門職を配置すること
・専門職がより専門的な業務に従事できるよう事務職員を配置すること 等 5



令和８年度以降の地域包括支援センター業務委託について
地域包括支援センター名 職員配置基準

筑波地域包括支援センター 3職種：４名
＋その他職員

大穂地域包括支援センター 3職種：３名
＋その他職員

豊里地域包括支援センター 3職種：３名
＋その他職員

谷田部西地域包括支援センター 3職種：４名
＋その他職員

谷田部東地域包括支援センター 3職種：４名
＋その他職員

桜地域包括支援センター 3職種：５名
＋その他職員

茎崎地域包括支援センター 3職種：４名
＋その他職員

つくば市地域包括支援センター（直営）
３職種配置

６センター計27名
＋

直営計10名 合計37名
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